
ＪＲ北海道の事業範囲見直しに係る関係者会議（第２回）議事録 

 

                      日時：平成 30年６月１７日(日)11:00～12:20 

                      場所：知事会議室 

 

（高橋知事） 

 本日は、日曜日にも関わらず、ＪＲ北海道の事業範囲見直しに係る２回目の関係者会議にご出席

を賜り心から感謝申し上げます。 

 今日の日程について、働き方改革とか言われている中で、休日での会議というのは、できる限り

我々も避けようと思っていましたが、国会開会中である中で、藤井局長にご出席を賜るためには必

要性があるということで、皆様方にもご無理を申し上げて、今日設定したところであります。 

 ＪＲ北海道の事業範囲見直し問題の解決に向けては、関係機関がスケジュールと情報を共有しな

がら、議論を進めることが不可欠でありますと申し上げているところであります。 

 １回目の会議を４月に開催させていただき、そして、私自身も道内各地域にできる限り、自分自

身も入らさせていただき、また、幹部も手分けして全線乗りましたので、そういうこともやらさせ

ていただき、沿線自治体の皆様と膝詰めで意見交換などを行っているところでございます。 

 そういった際に、関係市町村の首長さんからは、何とか地域が協力する、負担をするということ

が先方から、お言葉が出てまいりましたので、ご理解が進んできたというふうには理解をすること

になりますが、しかしながら、地域が協力・支援を行うに当たっては、今後、住民の理解を得る必要

があると強く言っておられて、そういった意味では、国やＪＲ北海道の考え方について、早期に示

していただけなければ自分たちが動けないと口々に言っておられるところでございます。 

 また、各首長におかれては、持続的な鉄道網の確立に向けた地域における支援・協力について、自

治体が費用負担をするにしても、まずはＪＲ自らが徹底した経営努力を行う、そのこのことが不可

欠との声、これは前から出ていますが、また、加えて、財政状況が大変厳しい中、多額の負担になる

のではないかと懸念する声も多く挙がっているところでございます。 

 こうした観点を踏まえ、本日はまずＪＲ北海道の島田社長から経営再生に向けた具体的な取組、

あるいは今後の収支など経営の見通しをお示しをいただきたいとこのように思っております。 

 また、国会会期中であるにもかかわらず、駆けつけていただいた、藤井局長におかれては、支援の

考え方をご説明をいただければと思っているところでございます。 

 ＪＲ問題の解決に向け、地域での検討・協議を加速させていくためにも前回に引き続き、皆様方

としっかりとした意見交換を行いたいと思いますのでよろしくお願いします。 

 

（黒田交通企画監） 

 それでは早速、議事に入らせていただきます。最初にＪＲ北海道の島田社長から「ＪＲ北海道グ

ループの「経営再生の見通し（案）」について、ご説明お願いいたします。 

 

（ＪＲ北海道 島田社長） 

 冒頭、私からも、当社の問題解決のための会議を日曜日にこうした形で、大変忙しいところ集ま

っていただいていることに、感謝を申し上げたいと思います。特に高橋知事におかれましては、１

２月の国への要請も含めまして、各地域に直接、先頭に立って入っていただき、また、声を聞いてい

ただき、この問題を北海道における重要な課題として位置づけて、解決にご尽力いただいているこ

とにも、感謝を申し上げたいと思います。 



 加えまして、菊谷市長、棚野町長におかれましても、地域の自治体のお立場から、この問題を北海

道の重要課題というお立場で、様々な形で親身になって考え、ご助言いただいていることにも、こ

の場を借りて、感謝を申し上げたいと思います。 

 ４月の会議では、維持困難線区の問題解決のためには、当社の一層の経営努力は当然必要ながら、

ＪＲの危機的経営状況を踏まえれば、ＪＲの取組や国の支援だけで解決することは困難であり、地

域としてもできる限りの協力と支援が必要であるというご発言をいただきました。そのためには、

まず、道や地域からの支援についての理解が得られるようなＪＲ自らの経営努力と経営再生の見通

しを先に示して欲しい、それが地域の議論を進めていくことになる、ということだったと思います。

本日は、まだ骨格ですが、当社グループとしての「経営再生の見通し（案）」についてご説明させて

いただきたいと思います。 

 なお、詳細な施策の検討、収支試算は、当然行ってはおりますが、支援の枠組み、規模が明らかに

なっていない現状におきましては、それを明示することはできませんので、本日は経営再生の見通

しをつけるために、私たちがまず全力で取り組む「経営努力」、そして当社だけの努力では解決しな

いが経営再生のためにご理解をいただかなければならない「経営課題」、その上で再生のために「お

願い申し上げたい支援」の三部構成でご説明させていただきたいと思います。 

 また、時間の関係から「柱となる取り組み」、「改善効果のある取り組み」のうち主なものの説明と

なっておりますが、これ以外にも様々な取組を各地域において行なっていく所存ですので、今後も

地域の皆様のご意見に耳を傾けながら、取組を充実させたいと思っております。 

 ＪＲ北海道グループの「経営再生の見通し（案）」となっている資料をご覧いただきたいと思いま

す。目次がついておりまして、先ほど申し上げました三部構成、まず、「私どもがやり遂げる経営努

力」といたしまして４点、そして、当社だけの努力では解決できない、経営再生のために必須となる

課題克服として３点、後ほどご説明させていただきたいと思います。 

 最後に、２０３０年度の北海道新幹線の札幌開業を一つの契機として、それまでに経営再生の課

題克服をしていきたいと思いますが、それらの課題が克服され、効果が発現するまでの間、どうし

てもお願いをしていきたい支援等々について最後に述べさせていただきたいと思います。 

 まず、当社の心構え、大きな目標ですが、グループ一体となって最大限の経営努力並びに経営再

生のための課題解決を行うことに加えまして、２０３０年度の北海道新幹線札幌開業を機に、現在

抑制されております新幹線の高速輸送機能を最大限発揮することにより経営自立を図り、北海道に

根ざす企業グループとして、地域の発展に貢献することを目指してまいりたいと思います。 

そのために、私どもがやり遂げるべき経営努力といたしまして、４点記載させていただいており

ます。まずは、なんといっても「安全の再生」です。東日本大震災がありました７年前の５月２７日

に発生いたしました石勝線の列車脱線火災事故を皮切りに、一連の事故、事象が連続して発生し、

４年ほど前に事業改善命令を受領するという事態になったことはご承知のとおりです。以来、この

４年間をかけまして、まずは、「安全の再生」を最優先の当社の業務課題として取り組んでまいりま

して、改善命令で言われた取り組むべき５年間の計画が今年で５年目の節目を迎える、という状況

になっております。ただ、安全の再生の道のりは、まだ緒に就いたばかり、道半ばですので、今後

も、次の５年間の計画づくり、そして、その実行に入っていかなければならないと考えております。

いくつも課題はあるわけですが、その中で、貨物列車走行線区における保守作業時間の間合い確保

の拡大、これが安全の再生のためにもどうしても必須の事柄となっております。加えまして、明治

以来の設備がたくさん残っております当社鉄道設備の適切な維持更新も、安全の再生のためにはど

うしても欠かせない問題だと考えています。 

２つめの私どもが取り組む、やり遂げる経営努力として、経営基盤の強化を挙げさせていただい



ております。特に、札幌圏、そして、事業の多角化によって、今回の問題のテーマであります地方路

線の維持につなげようというような意図も含めまして、ここでは札幌圏輸送の強化、そして、事業

の多角化に絞って、記載させていただいております。実現に向けて柱となる取組の主なものですが、

鉄道事業の関係では、空港アクセス輸送の強化、これによりまして、札幌圏在住のお客様、加えて、

新千歳空港イン・アウトのお客様の利便性の向上をより一層図ってまいりたいと考えているほか、

急増しておりますインバウンド観光客をターゲットとした収益の拡大、加えまして、外部事業者に

よる観光列車の運行についても、国土交通省からの色々なご支援をいただいておりますので、こう

した取組も実現化してまいりたいと考えております。そして、北海道新幹線の札幌開業による新た

な需要の掘り起こし、そして、これに対応した特急輸送体系の整備等々にも努めてまいりたいと思

っております。 

 開発・関連事業の取組についても、ここでは一例となりますが、なんといっても大きなものとし

ては、新幹線札幌開業を好機と捉まえました札幌駅周辺再開発、これらによって、事業収益の大き

な拡大、そして、経営の安定化につなげてまいりたいと思っております。加えて、それまでの間も、

ＪＲ北海道ホテルグループのネットワークの拡大ですとか、マンション販売事業への参入等々にも、

苗穂の研修センター跡地利用から、今、取組をはじめておりますので、こうしたものについても、積

極的に取り組んでまいりたいと思っております。 

 各地域の鉄道路線の活性化、観光地域づくりについても、収益の拡大というところは札幌圏、そ

して、事業の多角化が中心にはなりますが、こうしたものには、私どもも引き続き取り組んでいく

つもりです。北海道の各地域にお客様にお越しいただくための取組といたしましては、閑散期の観

光需要の創出として、すでに、大人の休日倶楽部パスの活用ですとか、航空会社とのタイアップに

よる企画商品の発売等々を行っているほか、地域の季節ならではの景色をご紹介いたします「北海

道 旅きらりシリーズ」の取組、また、「北海道の恵み」シリーズという車両のミニ改造を行って、

普通列車を観光列車として走らせる取組などを行って、需要喚起につなげていきたいと考えており

ます。 

また、各線区ごとに設置していただいております各種協議会での様々なご相談の機会の中で、地

域からのご提案等々を私どもも受け止めまして、利用促進の取組ですとか、駅舎の改修等々につい

ても積極的に取り組んでいきたいと思っております。 

 私たちがやり遂げるべき経営努力の３番目の柱といたしまして、「資産売却・コスト削減」に対し

てもこれまで以上に積極的に取り組み、これによって、安全投資に必要な資金を確保していきたい

と思っております。 

そのうちの主なものといたしまして、資産売却につきましては、社宅集約による跡地の開発・売

却、加えまして、経営安定基金の運用益の最大限の確保にこれまでも努めておりますが、さらに最

大限の確保、評価益の実現化につながる取組に取り組んでいきたいと思っております。これまでの

経営努力として、経営安定基金運用益の確保について実績を記載しております。大変厳しい経済環

境下ですが、様々な工夫、取組を行いまして、昨年度の運用実績も、利回りで３．７４％の運用を挙

げております。市場金利が１％を切るような状況下において、様々な工夫、経営努力によって、基金

運用益の確保に努めていることに加えまして、いわゆる含み益の実現化として、過去にも、平成２

５年から２７年の間に、それぞれ各年度１００億円ずつ、３００億円の含み益の実現化などの努力

を行ってまいりました。こうした取組で、安全投資に必要な資金の確保に努めているということに

ついてもご理解をいただきたいと思います。 

コスト削減の取組といたしまして、当然のことではありますが、引き続き、役員報酬のカットは

継続していくつもりです。これに加えまして、ワンマン化・駅要員削減の拡大にこれまで以上に取



組を拡大していくつもりですし、使用頻度の少ない設備の使用停止など、ご理解をいただきながら、

こうした設備のスリム化にも取り組んでいきたいと思っております。 

 ４番目の私どもの経営努力といたしまして、「経営に関する仕組み・意識の改革」にも取り組ませ

ていただきたいと思います。一連の地域へのご説明の際に、様々な当社の経営情報の開示姿勢につ

いて、厳しい意見を頂戴いたしました。もちろん私どもが努力をして、丁寧にご説明をしていくと

いうことに尽きるわけですが、さらにご要望に応えていくためには、例えば、線区別の収支につい

ては、残念ながら現状のやり方では、年単位でのご説明しかできないような状況になっております。

これから各地域で、ご提案をいただいた内容の取組を検証していくという意味では、できれば四半

期毎に検証していただけるようなデータのご提供ができるようにしていきたい。部門別の収支につ

いても、鉄道事業部門という大きな一くくりの中で、中がどうなっているのか、なかなかご理解を

いただけるような数字での説明ができないような状況になっております。外部からのご意見、アド

バイスも頂戴をしながら、部門別収支についてもタイムリーにご説明ができるようにしてまいりた

いと考えております。加えまして、経営陣だけではなく、計画部門社員、現業社員、グループの社員

を含めました、あらゆる層のコスト意識の改革に努めてまいりたいと考えております。 

 以上が、当社がまずやり遂げるべき４つの経営努力ですが、以降は、当社だけの努力では解決し

ない課題につきまして、主に３点、関係する方々のご理解とご協力をいただく必要があるというも

のについて、触れさせていただきたいと思います。 

まず、第１は、なんといっても「持続可能な交通体系の構築」です。特に１年半前の問題提起以

来、さまざまな形でご批判をいただき、ご意見もいただきながらも、ご利用の実態、そして、将来の

人口減少の予測等々も踏まえて、地域の公共交通をどうしていくべきかという議論をしていただい

ております。その中において、１３線区のうち、特に輸送密度２００人未満の５線区につきまして

は、維持するために莫大なコストが必要な鉄道に国と地域のご支援をいただくよりは、鉄道よりも

便利で効率的な交通手段に転換をしていくべきではないかと、私どもは考えております。 

それよりはご利用人員の多い、宗谷線、石北線を含めまして、輸送密度でいいますと２００人以

上２，０００人未満の８線区につきましては、今後、地域の皆様との連携による持続可能な交通体

系の構築、そして、定期的な検証をしていかなければ、計画だけ作ればいいということではありま

せんので、作った計画を四半期毎の線区別収支等々も含めまして検証をして、そして、一定期間、例

えば５年程度の期間を設けて、こうした取組の検証を行うということを是非お願いしていきたいと

考えております。 

 ２つめの経営課題が「新幹線札幌開業に伴う新幹線の収支均衡」、そのためには、克服しなければ

ならない課題がいくつかあります。実現したい姿として、現在抑制されている新幹線の高速輸送機

能を最大限、札幌開業時には発揮したいと考えております。そのためには、いくつかの課題克服が

どうしても必要であり、私どもだけでは解決できない問題がそこには包含されていると認識してお

ります。 

実現に向けた柱となる取組の「ア」は高速化の実現です。たとえば、札幌－東京間は、現行では５

時間強かかってしまうという想定です。様々な幾多の課題克服が必要ですが、４時間半程度を目指

してまいります。これが当社の経営自立、経営再生に大きく貢献できるのではないかと考えており

ます。幾多の課題のうち、特に、貨物との青函共用走行の問題解決がどうしても必要であり、早期に

結論を出して行く必要があると認識をしております。 

「イ」といたしまして、青函区間におけるいくつかの課題解決、特に、報道でもありましたよう

に、現在は部分開業なるがゆえに、新幹線の線区別収支では１００億円を超える赤字となっている

のが現状です。これを札幌開業時までに収支均衡に結びつけるためには、例えば、スピードアップ



も当然必要ですし、保守作業時間の間合い拡大も必要です。加えまして、貨物列車走行に関わる大

部分のコストを当社が負担しているという現状をどうすべきなのか。加えて、青函トンネル固有施

設に係る維持管理のコストの一部を当社が負担しているという問題をどうすべきなのか。この点に

つきましては、知事にも１２月の国への要請の際に触れていただいた点ですが、私も同じ立場で、

この問題解決をお願いしてまいりたいと考えております。 

 ３番目の課題といたしまして、これは地域のご利用の皆様の理解をお願いしなければならない問

題です。３点、特に「ア」といたしまして、運賃改定をご理解のうえ、お願いをしていかなければな

らないと考えております。当社では、平成８年の値上げ以降、運賃を据え置き、経営努力を重ねてき

ておりますが、安全性及びサービス水準の維持・向上を図ることに加えまして、地域の路線維持の

ために、運賃改定を行う必要があると考えております。改定後は、当然のことではありますが、お客

様の利便性の向上に努めてまいりたいと考えております。このほか、「イ」といたしまして、ご利用

の少ない無人駅の廃止などの設備のスリム化。そして、「ウ」といたしまして、その上で、地域の皆

様により一層、鉄道に乗っていただかなければならない。使っていただかなければならない。こう

いうご協力・ご理解をいただくような取組を進めてまいりたいと思います。 

 恒常的な経常赤字構造と、老朽設備の更新が続くことによる資金ショートを回避するために、今

申し上げました経営努力、課題解決が効果を発揮するまでの間には時間がかかってしまいます。２

０３０年度の新幹線札幌開業までの期間において、以下の２点について、特に、ご理解をいただい

た上で、ご支援をお願いしたいと考えております。 

まず、１つは、当社単独では維持することが困難な線区のうち鉄道輸送を維持する線区、さきほ

ど申し上げました８線区と私どもは考えておりますが、これにつきまして、当社と地域の皆様が一

体となって収支改善努力を行わせていただき、ここに、国と道、地域によるご支援を賜ればと考え

ております。 

そして、２点目として、これとは別に、当社だけでは対応が困難な課題解決、「イ」「ウ」が具体的

に相当いたしますが、例えば、国家的社会基盤である青函トンネルの維持管理のための費用、また、

貨物列車の走行割合が高いことなど北海道の特殊性を踏まえた支援、そして、快速エアポートの増

強も含め北海道の発展に寄与し、かつ当社の経営基盤強化に資するような、増収につながるような

施策に対する支援については、特に国にお願いをしてまいりたいと考えております。これらのご支

援を２０３０年度まで続けていただけた暁には、札幌開業も行いまして、経営自立を果たしてまい

りたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 

（黒田交通企画監） 

 次に藤井鉄道局長からご発言をお願いします。 

 

（藤井鉄道局長） 

 本日は、高橋知事のリーダーシップの下、第２回目となる六者会議の場を設けていただきました。

この会議はＪＲ北海道の将来について、関係者が問題意識を共有して、諸課題の解決方策を探る場

として、有益な場ということで、あらためて感謝申し上げたいと思います。前回に引き続き、有益な

意見交換の場となることを期待したいと思います。ぜひ参加をしたいと思っておりまして、先ほど

知事からご紹介がありましたけれども、国会開会中ということで国会が開かれると難しくなるなと

思っていましたところ、休日に開催いただくということで、出席の皆様には大変ご迷惑をおかけし

ております。ありがとうございます。 

 ただいま、島田社長から、「経営再生の見通し」についてご説明がございました。前回、私、この



会議でも申し上げましたけれども、国が経営支援を行うに当たっては、ＪＲ北海道の経営の見通し、

将来像が明確になることが必要不可欠であると考えているところでございます。その観点から、国

土交通省としましては昨年来ＪＲ北海道さん、島田社長さんもお忙しい中、何度も東京までお越し

いただいて、密接な意見交換を重ねてきたところでございます。その意見交換の結果が、先ほどご

説明された内容に概ね反映されていると理解しております。 

 先ほど島田社長からご説明いただいた内容は、ＪＲ北海道の経営再生を図るに当たりまして欠く

ことのできない事項ばかりでございます。ＪＲ北海道にはこの内容に沿った対策を迅速かつ円滑に

進めていただきたいと考えております。その際、国土交通省として特に重要と考えているポイント

を３つ挙げたいと思います。その中には、先ほど知事からご要請のありました国の支援の考え方、

これは３番目に触れたいと思っています。 

 第一に、ＪＲ北海道の経営自立のための方策の進め方、スケジュールについて。先ほどのご説明

にもありましたけれども、ＪＲ北海道の経営基盤を大きく変えることになる北海道新幹線の札幌ま

での延伸、これが２０３０年度と見込まれております。この２０３０年度ターゲットとして、経営

自立のための方策を速やかに講じていくことが非常に重要であると考えているところであります。 

 その際、鉄道事業だけでない、グループ全体でいかに収益を上げて更にコストを削減していくか

について、明確な目標を立てて、その実現の度合について定期的に厳しくチェックをして、絶え間

なく改善方策を講じるという業務のプロセスを早期に確立し、実施に移すことが非常に重要だと考

えております。これについては先ほど、経営見通しの中で資料８ページでしたか、島田社長から今

後の取組について具体的な方策がありましたけれども、このサイクルをいかに早く確立していくか、

それを関係者の方にも見える化していくか、こういったことで、しっかり方策の実績が上がってい

るかどうかを関係者の皆がチェックをし、更に及ばないんであれば、更なることを次々考えていく。

そういったことを求めていきたいと考えております。 

 さらに、２０３０年度というのは、これから１２年後という、かなり長い期間がございます。この

期間における対策の効果を最大限に発揮するためには、この期間をいくつかに区切った上で対策の

効果を総合的に検証し、次のステージを進めていくことが大事ではないかと思っております。 

 特に、支援という観点で申し上げますと、現在私ども国からの支援をＪＲ北海道に対して行って

いるわけでありますけれども、鉄道運輸機構という独立行政法人からですが、この国からの支援と

いうのは法律上平成３２年度までという期限が書かれているものでございます。その後も支援を継

続するためにはこの法律を改正する必要がございます。これについては、私ども、先ほども申し上

げました２０３０年度をターゲットにするという考え方のもとで法改正ということについても真剣

に取り組んでいくつもりでおりますけれども、その法改正の際、国会でご議論いただくに当たって

も、これから平成３２年度までの取組の中で、いかに改革の効果が上がってきているのかという目

に見えるものが出てこなければ、法改正もおぼつかなくなってしまうのではないかという点で、今

から改革をしっかりスタートさせ、成果を早期に出すということが非常に重要であると考えている

ところでございます。 

 二点目でありますが、いわゆる「維持困難線区」の扱いについて。この点につきましては、北海道

庁が本年３月に指針というものを策定されてございます。このお考え方を私どもも尊重してまいり

たいと思っております。 

 前回の会議でも申し上げたとおり、各路線の将来像を定めるに当たりましては、地元を代表する

地方自治体のリーダーシップが不可欠でございます。これは全国的な状況として、そういうものだ

と認識しております。そういった観点から今後、それぞれの地域において、北海道庁のリーダーシ

ップの下、ＪＲ北海道、市町村、その他地域の関係者の皆様が一体となって、検討を進めることが必



要だと思っております。これにつきましては、私どもも本省、更には地方運輸局も通じて全面的に

協力する所存でございます。 

 その際、路線を残そうということについて申し上げますと、地元住民の方々、更には内外の観光

客の方々、そういった方々を通じて利用促進がどこまでできるのか、更には地方の皆様としての線

路を維持するための費用負担がどこまでできるのか等、こういった対策の中身につきましてしっか

りご議論をいただき、速やかに実施に移す。その結果どうなったのかということをしっかり検証し

て、それを踏まえた次の対応を考えていくことが重要になると考えております。 

 三点目、国のＪＲ北海道に対する指導・監督及び支援について申し上げたいと思います。国土交

通省としては、ＪＲ北海道の経営の現状について強い危機感を有しております。２０３０年度を目

標とした経営自立に向け、指導・監督を強化してまいりたい。その際、先ほど申し上げましたとお

り、これまでの経営手法の見直し、経営陣・職員を通じたＪＲ北海道の中での意識改革を強く求め

てまいりたい。 

 そういったＪＲ北海道の改革に向けた取組を前提として、国は必要な支援を行っていく所存でご

ざいます。支援のあり方につきましては、現在、政府部内において財政当局と議論を重ねていると

ころであり、現時点では、その内容や規模について申し上げることはできません。ただ、先ほど「経

営再生の見通し」の中で島田社長からご説明のあった内容も踏まえながら、調整を加速してまいり

たい。 

 特に、ＪＲ北海道の表現を借りれば、輸送密度２００人以上２，０００人未満の線区に対する支

援でありますけれども、これについては地域と国が協力してそういった支援を行っていくべきもの

と考えておりますので、本日ご出席の皆様のご理解をよろしくお願いしたいと存じます。 

 私どもとしましては、そういった財政当局も加えまして、その他の関係者の皆様との調整を進め

た上で、ＪＲ北海道の事業範囲の見直しや、経営自立に向けた方策について、本年夏ごろまでにお

おまかな方向性について取りまとめてまいりたいと、考えているところでございます。どうぞよろ

しくお願いします。 

 

（黒田交通企画監） 

 次に知事からお願いします。 

 

（高橋知事） 

 それでは、今、島田社長、それから藤井局長からお話いただいたことを中心に、私どもの考え方、

あるいは思いというものをお話をさせていただきます。あと、伊達市長さんも、白糠町長さんも同

じ思いだと思いますので、フォローしていただければと思います。 

 まず、ＪＲの島田社長、大変短時間でこうやっておまとめをいただいて、ご努力かと思います。そ

うは言いながら、やはり厳しいことを言って申し訳ないのですが、一つ目は、全体的な印象として、

経営再生の方向性として、札幌圏における取組内容が目立っているなと、そういう感じを受けたと

ころであります。もとより、一番儲かる札幌圏というのは当然だと思うわけでありますが、ただ、そ

れ以外の地域でも、今、国交省さんのご指導もあって、インバウンドがどんどん増えている。例え

ば、東北海道、ここはトライアングルといいまして、知床があって、摩周、阿寒があって、トライア

ングルですよね。インバウンドが増えているという話を釧網線の弟子屈に入ったときに伺いました。

こういう札幌圏以外の地域ともしっかり向き合っていただいて、地域とともに発展していくという

そういう経営姿勢や、具体的な地域でちょっとでも儲けるという取組も明らかにしていただければ

と思う次第であります。 



 先ほどの東北海道、弟子屈で、インバウンドは着実に増えてきているというお話が、地元の観光

協会の方々からあったのですが、ただ、現実問題として、ＪＲのお客様は減ってきていると。やはり

ここは、私、地元の方々にも一生懸命頑張りましょうということをお声がけをさせていただきまし

たが、ＪＲさんご自身のご努力もさらにやっていただく。その意味では、冒頭に戻りますが、札幌圏

の取組ばかりではなく、地域全体と向き合って、全道の鉄道ネットワークを支えていく、そういっ

た考え方を盛り込んでいただければと。これはたぶん、道議会でもそういう議論になろうかと思う

次第であります。一方で、これもちょっとお伺いした話でありますが、札幌駅のＪＲタワーのエリ

アの売上が新宿のルミネを超えたそうでありまして、大変これはめでたいことだと思います。もっ

ともっと儲けれるところで儲けていただければと、このように思います。 

 ２点目の社長さんのお話に対しての思いは、５ページぐらいから色んな関連事業をやっていくと

いうような話の中で、再生のために、グループ企業も含めた保有資産の更なる活用、あるいは一層

のコストダウン、そして、経営に関する仕組みの改善や社員の意識改革などを掲げておられたとこ

ろであります。大変重要なポイントばかりでございますが、これらをいかに具体化して実効性のあ

るものにしていくか、このことを私ども地元としてもしっかり応援をする思いを踏まえて、見極め

ていきたいとこのように思う次第であります。さらに、これ以外にも取組を改善する余地があるの

ではないかという点で、常に考えていただければと思います。 

 それから運賃改定についてのお話もいただきました。このことについては、会社としての苦渋の

ご判断だと思うわけでありますが、利用者、これは道内外の方々がおられるわけでありまして、地

域の皆さまのご理解をいただくことが欠かせないことであります。丁ねいなご説明を是非していた

だければとこう思う次第であります。 

 それから、新幹線についても、いくつかの課題のお話をされました。まったくここについては、Ｊ

Ｒさんと思いは同じであります。とりわけこの青函トンネルにおける走行のスピードアップ化など

を考えた場合には、これはＪＲ貨物さん、物流との調整というのが大変重要になってくるというふ

うに思う次第でありまして、後から田村社長さんからご発言があろうかと思いますが、今は私ども

が主催している人流、物流全体としての調整の会議というものを立ち上げさせていただきました。

そういった中で、ＪＲ貨物さんとの調整ということも是非、私も考えさせていただければと思う次

第であります。 

 最後に、またちょっと厳しいことを言って恐縮なのでありますが、１２ページですか、要請をさ

れる支援ということで書いておられます。我々はもとより、市町村の方々とともに、ＪＲ北海道の

収支改善の努力をする。我々も協力するということは、当然のこととして今、地元で議論させてい

ただいているところではありますが、利用促進はもとより、様々な支援・協力を行う中での、あくま

で経営に責任を有するのは、ＪＲ北海道さん自身であることは、改めてご認識をいただければと思

う次第であります。いずれにいたしましても、こういう形で、１２日の会議に引き続き、ＪＲさんの

前向きな見通しをお示しをいただいたのは、今後の私ども地域における検討・協議を進める上での

大変大きな足がかりになると思います。心から感謝を申し上げると同時に、これからも地域の皆様

方に丁ねいな説明を心からお願いをいたします。 

 引き続き、藤井局長のご説明についての話に移らせていただきます。私どもは、市長会、町村会、

道議会、経済界を含めて、昨年の１２月に、局長に日程をアレンジしていただいて、大臣に要請をさ

せていただきました。その際に、先ほど島田さんからもございました、青函トンネルの維持・管理と

いう本道固有のコスト、この経費についての負担軽減であるとか、あるいは機構さんの特例業務勘

定を活用した支援制度を創設するなどの要請と同時に、老朽化したＪＲの施設等の保全、更新や耐

震化の推進に向けた支援措置の拡充、さらに、増収策への支援として、新千歳空港における発着枠



の拡大に応じたエアポートなどの輸送力の強化、それから北海道ならではの観光列車の運行に向け

た支援などの要請をさせていただいたところでございますが、こういったことと同時に、その際、

大臣に対して、地域としてもＪＲが行う鉄道の利便性、快適性の向上、あるいは安全性の確保のた

めの取組に対する支援についてしっかり検討を行います、ということを申し上げた経緯があるとこ

ろであります。その前からでありますが、我々も検討を進めてまいったところであります。鉄道局

さんとも様々協議し、本当にお忙しい中、ありがとうございました。 

 その中で、局長がお示しになられた考え方について、いくつか申し上げさせていただきます。一

つは、２０２０年、平成３２年における法改正というお話をいただきました。当然、それは制度上

は、そういう理解をいたします。しかしながら、私ども道民の生活というのは、永遠に続くわけでご

ざいますので、最低限、交通指針の中で示してございます、ＪＲが２０３０年に向けた、これは新幹

線の札幌延伸の年という位置づけでございますが、ここに向けた経営自立を着実に果たしていくた

めの法律改正ということについて、くれぐれもご高配賜ればということが一点がでございます。 

 ２点目でありますが、地域の費用負担、これはやっと地域で負担するという声も出てきたという、

先ほどもご紹介したところでありますが、道、あるいは市町村、いずれも大変厳しい財政状況であ

ります。こういった中で、我々の費用負担に対する軽減に向け、地財措置が講じられることは、我々

に不可欠である、そのように認識をするところでございますので、お忙しいところでございますが、

国交省さんとして、総務省さんとの協議をぜひ、しっかりと進めていただければというふうに思っ

ております。以上２点を強くお願いしたいと思っております。 

 道といたしましては、引き続き、費用負担の議論も含め、地域の検討・協議の加速に向けて、広域

自治体としての役割を積極的に果たしてまいる考えであります。国におかれては、本道の広域分散

型の地域構造や、財政状況の厳しい本道の自治体の実情を踏まえていただくとともに、本日、これ

から市長会、町村会の会長さんからもお話があろうかと思います。そういったことを踏まえて、関

係省庁で調整を行っていただき、負担軽減も含めた地域の実情に合った制度創設をお願いを申し上

げる次第であります。私からは以上です。 

 

（黒田交通企画監） 

 次に田村社長からのご発言をお願いします。 

 

（ＪＲ貨物 田村社長） 

 本日、ＪＲ北海道から、２０３０年の北海道新幹線札幌延伸時を展望した長期ビジョンの説明が

ございました。 

 それに関連いたしまして、ＪＲ貨物の立場から４点ほどお話をさせていただきたい。 

 １点目は、全体的な観点からの立場の表明でございます。ＪＲ貨物は、国鉄改革を経ましてＪＲ

北海道と同時に誕生した企業でございます。会社発足時、それぞれに与えられた責任において人流、

物流の使命を担ってきました。その位置づけは、新幹線札幌開業後においても変わるものはないと

考えておりまして、引き続き、ＪＲ貨物は皆様と連携して北海道経済を支えるべく努力してまいり

たいと、これがまず１点目でございます。 

 第２点は、モーダルシフトについてでございます。少子高齢化の急速な進展で労働力不足は極め

て深刻化しております。ＪＲ貨物は、自らの生産性を上げる努力を経営面から推進すると同時に、

地域の経済界、あるいは、お客様に対しまして、鉄道を活用した生産性向上策をご提案させていた

だいております。 

 具体例でございますが、前回会議でも申し上げましたけれども、ビールメーカー４社様の共同輸



送を札幌から道東に向けて開始いたしました。これは荷主企業様の生産性向上と人手不足を解決す

る策であると同時に、これまで空のコンテナばかり運んでおりました非効率な輸送でございました

けども、それを積みの貨物にして効率を上げるということでありまして、地域経済にとっても、良

い循環につながっていると考えております。 

 ３点目でございますが、物流の議論の場の活用であります。先般、北海道庁様において「北海道交

通・物流連携会議」というものを立ち上げていただきました。この会議では、高い季節波動や片荷に

なりがちな現状の北海道発着の物流を、将来にわたって安定的な物流ネットワークを確保していく

ために、国、道、民間企業の叡智を集めて生産性向上策を考えていくという主旨を伺っております。

ぜひ、この会議においてＪＲ貨物も様々な工夫を提案させていただきたいと考えております。 

 その一例として、ＪＲ貨物は大都市の鉄道駅に巨大なマルチテナント型の物流倉庫を建設し、そ

れを拠点として鉄道で中核都市を結んで鉄道と倉庫を組み合わせた効率的な物流を目指しておりま

す。 

 レールゲートというブランド名で、東京を皮切りに大型倉庫の建設をスタートさせるつもりであ

ります。この札幌においても大谷地にある札幌貨物ターミナル駅で、現在、レールゲートの調査を

しているところでございます。 

 ４点目、最後でございますが、ＪＲ北海道の長期ビジョンの中に、青函区間における高速化、保守

作業時間、それからコスト負担等について言及されておりますけども、これはＪＲ７社発足時の基

本的枠組みに関わる問題でありますので、別途整理すべきと考えております。 

 今後とも北海道の暮らしと経済を支えるべく、ＪＲ貨物は、努力してまいりますので、どうぞよ

ろしくお願いいたします。以上でございます。 

 

（黒田交通企画監） 

 次に北海道市長会の菊谷会長からのご発言をお願いします。 

 

（道市長会 菊谷会長） 

 北海道市長会の菊谷でございます。先ほど高橋知事から地方の思いを伝えていただきましたので、

補足にもなりませんけども、市長会としての思いも述べさせていただきたいと思います。 

 先ほど、島田社長から経営再生の見通しの案が出されました。今まで、こういうものがございま

せんでしたので、ＪＲがどんなことを考えて、姿勢や考え方がなかなか見えないという、批判が多

く出ましたけども、今回こうした形で骨子案が示されたことによりまして、地域における議論のよ

りどころが出来たのではないかという意味では評価したいと考えております。 

 しかしながら、今後、恒常的に発生する年間１８０億円もの経常赤字や、鉄道施設や車両に係る

大規模な更新などの費用４３５億円について、ＪＲがどのような取組によって、どの程度まで圧縮

できるのか、必ずしも地域が納得できる説明には、まだなってはいないのではないかと考えており

ます。 

 今後もＪＲにおきましては、今回示された個々の取組が、各地方線区の維持につきまして、どの

ような具体的な効果を持つのかを明らかにして、地域と更なる議論を進めていただければと思いま

す。今までも、最近は議論も進んできたと思いますので、更に加速していただきたいと思います。 

 また、先ほど知事も触れられましたが、今回の骨子案では、札幌圏における利用の拡大が中心で

ございます。実は観光客は、結構、景色を求めて来ますと、維持困難線区にどんどん行くのではない

かと期待がされております。 

 人口減少が続く中で、このままでは維持困難線区は先細りをしてまいりますので、今後、急増が



見込まれるインバウンドの旅客需要をしっかり取り込めるよう、北海道全体の活性化につなげてい

くためにも、維持困難線区の利便性向上や魅力拡大についても、それぞれの地域と連携を図りなが

ら、積極的に取り組んでいただければと思います。 

 それから、国にですが、藤井局長さんに対してでありますが、鉄路の維持に当たりましては、地方

負担の軽減、今後の国からＪＲに対する支援の考え方が示されると思いますが、今回、道内のＪＲ

の半分にも及ぶ路線網でございますので、なかなか混乱もあるわけでございまして、こうした実例

のない大きな出来事であります。 

 それで、６月６日に、全国市長会の総会がありまして、その中で特別検討委員会がありまして、ネ

クストステージに向けた都市自治体の税財源のあり方に関する特別提言が採択をされました。その

中に、地方公共交通に関しまして、これは北海道だけの問題ではなくて、全国的に、いわゆるＪＲ三

島会社の鉄道網の維持・存続や経営再生に関しましては、経営安定基金のあり方も含め、これまで

の経緯を踏まえ、国が中心的な役割を担い、抜本的な改革を行うこと、という提言がなされ採択が

されました。これは北海道に限らず、全国の市の思いで考えていることだということを、ぜひ受け

止めていただければと、このように思います。 

 地域としても必要な鉄道網の維持に向け、可能な限り、支援を行う考えでございますが、今回の

事案の特異性、重大性を十分に理解していただきまして、過去の実例や現行制度の枠組みにとらわ

れず、地域の負担軽減をお願いしたいというのが、我々の考えでございます。よろしくお願いいた

します。 

 

（黒田交通企画監） 

 次に北海道町村会の棚野会長からのご発言をお願いします。 

 

（道町村会 棚野会長） 

 私は、当初、道の「鉄道ネットワークワーキングチーム」の会議において、はっきりと申し上げた

ことがあります。この案件は、ＪＲ北海道に申し上げる内容ではないと、それは何故かというと、今

回の議論の原因は３０年前（分割民営化の際）の制度設計にあるということを今一度認識した上で

やらなければならないという思いがあったからです。 

今回の改革案は、どちらかというと道央中心、札幌圏に偏った取組という印象が強い。これは致

し方ない部分もあるが、先ほど島田社長から、地方路線を維持するための取組でもあるとの説明で

した。これは非常に大事なことだと思います。そこをしっかりと認識した中で地域との協議をして

いただきたい。 

また、今後の取組の中でコストダウンという話がありました。くれぐれもお願いしたいのは、そ

れがサービスの低下に繋がらないようにしていただきたい。 

国や地域に対する支援要請の記述の中で、「国家的社会基盤である青函トンネルの維持管理など北

海道の特殊性」という文言があります。そのとおりだと思うが、我々は、ここに、（上下分離方式の）

下の部分、線路すべてが国家的社会基盤であると認識しています。これから財政当局との最後の詰

めになると思うが、そういう気持ちで要請していただきたい。 

いずれにしても、持続的な交通体系の構築については、地域の理解が大事です。その辺は慎重に

しっかりと丁寧な対応をお願いします。 

昨年１２月、国に要請に行った際、石井国土交通大臣からは、夏までにおおまかな方向性をとり

まとめるとの考えが示されました。先ほど藤井鉄道局長からお話があったとおり、現在、関係省庁

との協議が進められていると思うが、経費の負担も含めて、財政状況が厳しい道や市町村の実情を



十分反映していただきたい。 

その上で、藤井鉄道局長にお願いしたいことは、今回の解決策として、ＪＲ北海道がここまで経

営努力をします、国もここまで支援をします、残った部分を地方で負担しなさいという方向性にな

らないよう十分配慮していただきたい。 

それはやはり３０年前に、今の支援スキームを作ったけれども、現実にはその通りにならなかっ

た。大きな問題であると思います。その責任が国にないということにはならない訳であり、すべて

とは言わないが、その原点に立っていただきたい。国の責任があって、ＪＲ北海道とこういう協議

になったことを認識した上で、国の施策はこうやりますと、そして、知事を先頭に地域として、こう

やっていただけませんかと、全道の首長はそういう思いでいるので、どうか理解いただきたい。 

先般、北海道町村会の来年度の国費要望で自民党本部に行き、この問題について二階幹事長に要

望しました。現在、各地域において協議が進んでいるが、くれぐれも３０年前からの経過、特に経営

安定基金の運用益が想定どおり確保されていればこのような問題は起きていないということ。今日

までの様々な追加支援を含めても、まだ不足しているということ。このような経過も理解いただい

た上で、「政治的な判断」をお願いしたいと要望しました。このことも踏まえて対応いただきたい。 

もう一点は、ＪＲ支援の根拠となる法律の改正期限が２年後に来ます。非常に大事な時期です。

我々も努力はするが、北海道の特殊性が十分反映された見直しとなるようお願いします。 

 

（黒田交通企画監） 

 それでは、これまでの皆様のご意見等を踏まえ、島田社長からご発言をお願いします。 

 

（JR北海道 島田社長） 

  ただ今、多くの方々から、貴重なご意見を頂戴いたしました。本日いただいたご意見を真摯に受

け止めながら、「経営再生の見通し（案）」の内容を更に具体化し、国や道はもとより、地域の皆様と

も、一つ一つについて、丁寧にご説明をしながら、相談してまいりたいと思います。 

 特に３点ほど申し添えさせていただければ、多くの方からご指摘のありました、札幌圏の取組が

多い、ないしは維持困難線区の利便性向上や魅力拡大についての取組が不十分であるとのご意見を

頂戴しました。 

 説明の中でも触れましたが、本日は、札幌圏での収益を拡大して地方路線の維持につなげていこ

うという観点から、経営基盤の強化としての札幌圏輸送の強化、事業の多角化をご説明させていた

だいたところですが、これまでの取組に加え、今後も各地域の鉄道路線の活性化にも引き続き尽力

してまいります。 

 富良野線で取組を始めましたラベンダー畑駅と併せましたノロッコ号の運行による夏のラベンダ

ー観光についても、今年で２０年を迎えております。加えまして、釧網線で冬の時期に運行を始め

ましたＳＬ冬の湿原号の取組も地域の方々のご支援とご協力をいただいて、今年で１８年目、間も

なく２０年を迎えます。こうした取組を私どももこれまでも続けており、今後も、先ほどご説明し

ましたような、「北海道 旅きらり」シリーズの企画、ないしは、ミニ改造ではありますが、「北海道

の恵み」車両の運行を拡大するなどの取組を続けながら、地域の活性化にもご協力をしていきたい

と思っております。 

 ２つ目が、地方路線を地域とともにどう支えていくかという視点の記述が欠けるとのご指摘です。

主なものをご説明しておりますので、ご指摘はごもっともであると思います。ご指摘を真摯に受け

止めながら、これから地域協議の場などで、ご意見を頂戴し、具体的な取組に活かしていきたいと

考えております。 



 ＪＲ発足以来３１年間、これまで雨の日も雪の日も線路保守など、鉄道を維持するため最大限の

努力をしてきたつもりですが、人口減少や高速道路整備など大きな環境変化を受け、大幅にご利用

人員が減少しながらも莫大な維持コストのかかる地方鉄道を、当社単独の事業としては維持できな

くなってきていることを、ぜひご理解いただきたいと思います。その上で、地域と共に一緒に鉄道

を支える、利用拡大や収支改善を共に考え、検証していく、そうした仕組みづくりにより、持続可能

な公共交通としての鉄道を支えていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 藤井局長から、重要なポイント３点をご指摘いただきました。 

第１のスケジュール、進め方について、明確な目標設定と四半期毎の検証が必要とのご指摘であり、

再生が計画倒れとならないよう、そのように取り組んでいきたいと考えます。なお、債務等処理法

の関係で当面２年の支援計画ということであれば、維持困難線区を含め、まず、２年の取組を実施

の上、検証していくことが必要であり、その上で、必要なものについては継続となるようにお願い

してまいりたいと考えます。 

 ２つ目として、維持困難線区の扱いについてもご指摘をいただきました。当社の最大限の経営努

力を前提として、「経営再生の見通し（案）」を関係自治体の皆様に、これからご説明させていただ

き、利用促進や地域の費用負担についてのご議論が地域においても加速することを期待していきた

いと考えます。 

 ３つ目として、当社への指導監督の考え方についても触れていただきました。経営手法の見直し

や意識改革については、さきほど「経営再生の見通し（案）」の中でも触れましたが、線区別収支管

理、部門別収支管理などを含めて、コスト意識の改革にグループを挙げて取り組む所存ですので、

よろしくご指導いただきたいと思います。 

 

（黒田交通企画監） 

 次に田村社長ございますか。 

 

（ＪＲ貨物 田村社長） 

 特にございません。 

 

（黒田交通企画監） 

 それでは、全体を通して藤井局長からお願いいたします。 

 

（藤井鉄道局長） 

 今日は貴重なご意見をありがとうございました。直接、伺うことが出来て大変参考になりました

ので、しっかりこれらを踏まえて対応したいと思います。 

 いくつか論点があったと思いますが、この問題については、しっかりと将来の見通しを立てて、

それはネガティブのことばかりではなく、まさに観光で日本に来て、まずは行きたいところは第１

位が東京で第２位が北海道であるので、そういったポテンシャルは多々あることをしっかり活かし

ていくと、これは先ほど話した地域の対策にもつながることになると思います。 

 大きな方策としては、そういった、観光で稼ぎましょうと、あるいは２００万都市である札幌で

稼ぎましょうと、そこには２０３０年には新幹線もやってくる、それで、稼げるだけ稼いで、しっか

りと地域の足を守っていくんだと、そういうことで地元の皆さんにもある意味で、どう共生してい

けるかと、そういった会社になるということではないかということを、この１年議論を重ねて、Ｊ

Ｒ北海道とも価値の共有を図られつつあると思います。 



 あとはそれをしっかり実現していくことが大事なので、これは先ほど棚野会長からもその検証と

いうものには地元も積極的に関わり合っていきたいと、大変ありがたいことだと思っています。 

 私どももそういった体制を組んで、これは長期的に私どもも本省の鉄道局としても、そういうも

のをウォッチしていくと、絶え間なくそれに出てきた問題点を改善していくということで進めてい

きたいと考えています。まずは、３２年までとなっている支援というものを、法律改正によってし

っかりと２０３０年度までというターゲットまで伸ばしていくためにも、そういったことで変わっ

てきています。 

 実績が上がっているという、目に見えるようにしていくことが必要不可欠であると思っているの

で、その点についてもよろしくお願いしたい。 

 もう１点、棚野会長から北海道の特性という点で、特に運用益というものはご指摘のとおり、３

０年前に設定した時の想定の金利との乖離は膨大であります。先ほど、島田社長からご説明頂いた

３．７４％というのは、私ども色々と調べましたが、かなり頑張っている数値であることは間違い

ない。例えば、国の年金の運営基金の利回りよりも高い数値をたたき出しているということなので、

低金利下では非常にご努力されていただいているものと思うし、それは一定程度、収益の改善には

事実的に貢献していると思いますし、ただその不足があるのは間違いがないので、そういったこと

も踏まえて、先ほど申し上げた法律が３２年度までとなっているのを、これまでもそうであったの

で、ある意味でそれに不足したところを踏まえた支援をしなければならないということでやらせて

いただいております。 

 その上で、先ほど島田社長からもありましたが、今、やはり人口減少という波が押し寄せて、あと

は道路整備も進み鉄道が置かれている環境が変わってきているということ。これは全国共通の問題

であります。その中で、特に、北海道においては厳しい波が押し寄せてくる中で、さあ、どうしよう

かということについては、全国で起こることでございますが、それについて今まで地域のコミット

というのがなかった。先ほども率直にあったと思いますが、これが今、変わりつつある。私どもも冒

頭に申し上げたが、地方の皆様のリーダーシップなくしてはこの問題は解決できないので、そうい

ったところをぜひ、詰めていただきたい。 私どもも全面的にそれをお支えしたい。やはり色々な

解決方策が全国みてもあるので、そういったものを知っていただくことも私どもも大きな役目だと

思っているので、各地域での議論についてもしっかりとお手伝いしてまいりたい。 

 いずれにしても、この会議はじまりましてさらに去年から取り組んできたが、非常に地域の方々

がご理解を、色々な問題の所在や解決すべき事項などのご理解をいただいてきており、大変ありが

たいことであります。ＪＲ北海道のほうも、そのあたりについては情報の開示も含めてかなりの努

力をしていただいているので、ぜひ、こういった流れを加速していただき、関係者が共にこの問題

を解決するということは、引き続き、私どもも進めてまいりたいので、引き続きよろしくお願いし

ます。 

 

（黒田交通企画監） 

 このほかご発言はございますか。それでは菊谷会長お願いいたします。 

 

（道市長会 菊谷会長） 

 今、藤井局長さんの話を聞いて、すごい良いなと思ったのは、ネガティブな議論ばかり今までし

てきて、もう少しポジティブな議論もあっていいなと思うのは、ややもすれば、こうした話は腹の

探り合いが中心で、むしろ腹を割って話すということが必要だったのではないかと。 

 特に、維持困難線区を抱えている自治体と、ＪＲの関係をもっと腹を割って話し合えば、もっと



議論ができるのではないかと思いますので、今のお話を参考にいただきながら、我々、市長会とし

ても、そうした機会があればＪＲさんとも話し合う機会を作っていけば、より良い議論が出来るか

なと思っております。 

 また、今日、せっかくＪＲ貨物の田村社長がお見えですけれども、我々地方にいると、運転手不足

が深刻なんですよ、全ての分野で。本当に、札幌とか東京にいると全然気づかないでしょうけれど

も、あらゆる場面でね、人手不足が深刻で、それを考えるとＪＲ貨物の役割がすごく大きくなるん

じゃないかなという気がしますので、ぜひＪＲ貨物さんも、地方と良く連携をとって、我々の意見

に耳を傾けてもらう機会があれば、より良くなるのではないかと思いますので、よろしくお願いし

たいと思います。 

 

（黒田交通企画監） 

 棚野会長お願いいたします。 

 

（道町村会 棚野会長） 

 知事に最後にお願いしたいのは、今後の取り進めで、やはり観光というのがものすごく大事なフ

ァクターだと思います。鉄路は繋がってなんぼである。そういうことを十分理解いただいた上で、

我々と一緒になって進めていただきたい。知事には今日まで、観光列車も含めて、将来に向けて本

当に努力していただいていることに感謝します。 

 

（黒田交通企画監） 

 ほかにご発言はございますでしょうか。それでは、最後に知事お願いいたします。 

 

（高橋知事） 

 時間を超過し、申し訳ございません。今回の意見交換会、率直に出来たということに感謝申し上

げます。特にＪＲ北海道の島田社長から今後の「経営再生の見通し（案）」が初めてお示しをいただ

きましたことから、それに対して各出席者からも色々ご指摘があったところであります。もとより、

ご努力をしておられることはよく理解しておりますが、私どもの指摘につきましても、十分に、更

にご検討を進めていただければと、このように思う次第であります。 

 とりわけ今後、国や地域が支援を行うに当たっての前提である、グループ会社も含めた徹底的な

経営努力、社員の方々の意識改革、事業運営の仕組みの改革、さらには、厳しい環境に置かれている

地方路線について、地域の皆様とともにどう運行を続けていくのか、といった点については、具体

的にそれぞれ沿線の皆様方と腹を割ってご議論いただければと思う次第であります。 

 また、市長会会長、町村会会長からもご指摘がございましたが、このたびの鉄道網の見直しは北

海道にとっても地域づくりの根幹に係る大変重要な課題・問題であります。私ども地域も、これは

広域自治体たる道と基礎自治体の市町村がしっかりとスクラムを組んで、必要な路線について可能

な限りの支援を行っていく。そのことを通じて持続的な鉄道網の確立に向けて取り組む必要がある

と、このことを改めて、私ども地域の願いとしても発言をさせていただきます。 

 加えて、ＪＲ貨物の田村社長からもお話がございました、北海道は特に全国の２２．５％を占め

る２２個の県が丸々入ってしまう広域であります。そこに１７９の市町村があり、物流と人流、交

通の連携ということを、しっかりやっていくことが何より重要だと思っております。そのための会

合は、先ほど社長からもご指摘がありましたとおり、私も始めたところでありますので、この場を

十分に活用しながら、港湾の活用というのもしっかり視野にいれて、私どもも考えてまいりたいと、



このように思う次第であります。 

 今後、道庁といたしましては、今日の会議、それから支援に関する国のお考えなども踏まえて、来

週開会予定の第二回定例道議会でもご議論をいただき、地域での検討・協議の場にも積極的に情報

提供させていただきたいと考えております。そして、費用負担あるいはその地域においての最適な

交通体系というものは、どういうものであるかという議論も皆様方としっかり議論を深めて、その

ために必要な支援ということを考えてまいりたいと思います。これからもよろしくお願いいたしま

す。 

 

                                                                              以上 

 


